














著者ドーア氏は，City Life in Japan，１９５８（『都
市の日本人』青井・塚本訳，岩波書店，１９６２年），
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ほうの道を選んだ」（R. Skidelsky,“how to re-













economists get it so wrong?,”New York Times,
２ September２００９）。


































































日本 米国 英国 ドイツ 中国
ユーロ圏
（除ドイツ）
NIEs BRIs ASEAN－５ 中東と
北アフリカ
その他
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各国国債利回り（％） 直近値 取得日時 各国国債利回り（％） 直近値 取得日時
日本１０年国債利回り ０．９４９１１／１８ １８：３０ 韓国１０年国債利回り ３．８１０１１／１８ １４：５９
米国１０年国債利回り ２．００５１１／１９ ０７：０５ ベトナム１０年国債利回り １１．９６３１１／１８ ０９：１１
英国１０年国債利回り ２．２４４１１／１９ ０３：００ タイ１０年国債利回り ３．４１０１１／１８ １９：４２
ドイツ１０年国債利回り １．９６１１１／１９ ０３：００ シンガポール１０年国債利回り １．６１８１１／１８ ２０：４１
フランス１０年国債利回り ３．４４４１１／１９ ０６：０４ インドネシア１０年国債利回り ６．３２５１１／１８ １８：４６
イタリア１０年国債利回り ６．７０６１１／１９ ０３：３６ インド１０年国債利回り ８．８７２１１／１８ ２０：３７
カナダ１０年国債利回り ２．１３０１１／１９ ０７：２１ ブラジル１０年国債利回り １１．０９０１１／１９ ０４：４７
オーストラリア１０年国債利回り ４．０７５１１／１９ ０５：２９ ロシア１０年国債利回り ８．６３８１１／１８ ２１：１９
ニュージーランド１０年国債利回り ３．９３５１１／１８ １１：２１



















































87 年 6 月
3.96％
78 年 4 月
6.38％
74 年 10 月
8.41％
80 年 3 月
8.40％
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